
（平成２１年４月２２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認香川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



香川厚生年金 事案 245 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社に

おける資格喪失日に係る記録を昭和 61年７月１日に訂正し、同年６月の標準

報酬月額を 47万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55年６月 25日から同年７月１日まで 

           ： ② 昭和 61年６月 30日から同年７月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、両申

立期間について加入記録が無い旨の回答をもらった。 

これらの期間については、事業主より厚生年金保険料を控除されていたの

で厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、雇用保険の加入記録により、申立人はＡ株式会社

で、昭和 55年７月４日から 61年６月 30日まで継続して勤務していたこと

が確認でき、申立人から提出された給与明細書により、申立人が当該事業所

の厚生年金保険被保険者資格を取得した 55 年７月に支給された給与から、

申立人が当該事業所を離職した 61 年６月に支給された給与まで継続して厚

生年金保険料が控除されている上、社会保険庁が管理するオンライン記録で

は当該事業所は同年６月 30 日付けで厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っているものの、法人登記簿謄本では当該事業所は同年７月 24 日付けで破

産宣告（同年７月 28日登記）を受けたこととなっており、同年６月 30日に

は法人として存在していたことが確認できることから、厚生年金保険の適用

事業所としての要件を満たしていたものと認められる。 

以上のことから、申立人が、厚生年金保険被保険者として、申立期間②に



係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

ができる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、社会保険庁が管理するオン

ライン記録では申立人のＡ株式会社の昭和 61 年５月の標準報酬月額が 47

万円となっていること、申立人から提出された同年６月分の給与明細書に記

載されている厚生年金保険料額が標準報酬月額 47 万円に相当する額である

ことから 47万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ

株式会社は昭和 61年７月 24日付けで破産宣告を受けている上、申立期間②

当時の事業主は死亡していることから、申立期間②当時の事情を確認するこ

とはできない。 

しかしながら、事業主が資格喪失日を昭和 61 年７月１日と届け出たにも

かかわらず、社会保険事務所がこれを同年６月 30 日と誤って記録すること

は考え難いことから、事業主は同日を資格の喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の厚生年金保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもののその後に

納付されるべき保険料に充当した場合または保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

２ 申立期間①については、申立人は、「休日、有給休暇を挟んだかもしれな

いが、昭和 55年６月末まで在籍していた。」と主張しているものの、株式会

社Ｂの申立期間①当時の代表取締役は「社員が依頼退職をする場合は、本人

から「退職願」を提出させ、退職日については本人が申告した日をもって退

職日としていたはずである。」旨の供述をしている。 

また、申立人から提出された株式会社Ｂが申立人に交付した昭和 55 年分

給与所得源泉徴収票（写）に記載されている申立人の当該事業所退職日が昭

和 55年６月 25日となっている上、雇用保険の加入記録における申立人の当

該事業所の離職日も同年６月 25 日となっていることから、申立人が当該事

業所で同年６月 30日まで勤務していたことは確認できない。 

さらに、申立人が、「株式会社Ｂの申立期間①当時の給与支給日は毎月 25

日であった。」と主張していることから、当該事業所の給与の締め日は毎月

25日以前と考えられ、申立人の主張どおり、申立人が昭和 55年６月末まで

勤務していた場合、同年６月分給与締め日の翌日から同月末までの給与が日

割計算で同年７月分として支給されたと考えられるが、申立人からは、当該

事業所の同年７月分の給与明細書は提出されておらず、同年６月分の給与明

細書の記載内容にも同年７月分の給与が支給された痕跡は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は見当たら

ない。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、昭和 55 年６月分の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実は確認できるものの、申立期間①について、申立人は当該事業

所に使用されていた者であったと言えないことから、厚生年金保険の被保険

者期間であったと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



香川厚生年金 事案 246 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、申立人の有限会社Ａ（現

在は、Ｂ株式会社。）における資格喪失日に係る記録を同年８月１日に訂正し、

同年７月の標準報酬月額を４万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年７月 31日から同年８月１日まで 

② 昭和 46年 12月 27日から 47年１月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、両

申立期間について加入記録が無い旨の回答をもらった。 

これらの期間については、事業主より厚生年金保険料を給与から控除さ

れていたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①については、有限会社Ａが作成・保管している賃金支払明細

書及び雇用保険の加入記録から、申立人が、昭和 46年６月１日から同年７

月 31日までの期間同社に勤務し、同年７月の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、昭和 46年７月の標準報酬月額については、賃金支払明細書に記載

されている報酬月額から、４万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したと主張しているが、これを確認できる関係資

料及び周辺事情は無く、事業主が資格喪失日を昭和 46年８月１日と届け出

たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年７月 31日と誤って記録す

ることは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料について納入の



告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

  

２ 申立期間②については、社会保険庁が管理するオンライン記録により、

申立期間②を含む昭和 44年から 50年までの期間において、Ｃ株式会社を、

各年の12月に退職した者の厚生年金保険被保険者資格の喪失日を確認した

ところ、12 月下旬まで勤務していたと思われる５人すべてが年内に被保険

者資格を喪失したこととなっており、同資格の喪失日が翌年１月初旬の日

付となっている者は存在しなかったことから、申立人の同資格喪失の取扱

いが特別なものであったとは考え難い。 

また、申立人がＣ株式会社に勤務していたことを確認できる雇用保険の

加入記録や人事記録等は無い上、厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


